
規 則

�愛媛県規則第３１号
愛媛県公害防止条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。
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�愛媛県告示第６２５号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１４４条の９第３項の規定に基

づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県公害防止条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県公害防止条例施行規則（昭和４７年愛媛県規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第６２６号
騒音規制法の規定に基づく騒音規制地域における規制基準（平成９年４月愛媛県告示第５４７号）の一部を次のように改正し、告示の日か

ら施行する。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（拡声機の使用の制限区域等）

第４４条 条例第７３条第１項の規則で定める区域は、次に掲げる施設

の敷地の周囲３０メートルの区域とする。

� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定す

る保育所（以下「保育所」という。）

�～� 省略

� 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する

幼保連携型認定こども園（以下「幼保連携型認定こども園」と

いう。）

２ 省略

別表第１４（第３９条、別表第１５、別表第１６関係）

特定工場等に係る騒音の規制基準

１ 特定工場等に係る騒音の規制基準は、次の表のとおりとす

る。ただし、同表に掲げる第２種区域、第３種区域又は第４種

区域の区域内に所在する学校、保育所、病院等、図書館、特別

養護老人ホーム及び幼保連携型認定こども園の敷地の周囲おお

むね５０メートルの区域内における規制基準は、当該各欄に定め

る当該値から５デシベルを減じた値とする。

（拡声機の使用の制限区域等）

第４４条 条例第７３条第１項の規則で定める区域は、次に掲げる施設

の敷地の周囲３０メートルの区域とする。

� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条 に規定す

る保育所（以下「保育所」という。）

�～� 省略

２ 省略

別表第１４（第３９条、別表第１５、別表第１６関係）

特定工場等に係る騒音の規制基準

１ 特定工場等に係る騒音の規制基準は、次の表のとおりとす

る。ただし、同表に掲げる第２種区域、第３種区域又は第４種

区域の区域内に所在する学校、保育所、病院等、図書館及び特

別養護老人ホーム の敷地の周囲おお

むね５０メートルの区域内における規制基準は、当該各欄に定め

る当該値から５デシベルを減じた値とする。

省略 省略

２ 省略 ２ 省略

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

川崎石油株式会社
代表取締役 川崎 聖二 新居浜市本郷三丁目５番１８号 平成２７年

３月３１日

改 正 後 改 正 前

規制基準 規制基準

省略 省略

ただし、第２種区域、第３種区域又は第４種区域の区域内に所在

する学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校、児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定する保育

ただし、第２種区域、第３種区域又は第４種区域の区域内に所在

する学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校、児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条 に規定する保育

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号
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�愛媛県告示第６２８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広 �������
�愛媛県告示第６２９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように休止した旨の届出があった。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第６３０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

�愛媛県告示第６２７号
特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準別表第１号に基づく区域の指定（平成９年４月愛媛県告示第５４８号）の一部を次

のように改正し、告示の日から施行する。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

所、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する

病院及び同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院させるため

の施設を有するもの、図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第２条第

１項に規定する図書館、 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

第５条の３に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年

法律第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園の敷

地の周囲おおむね５０メートルの区域内における規制基準は、当該各

欄に定める当該値から５デシベルを減じた値とする。

（備考） 省略

所、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する

病院及び同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院させるため

の施設を有するもの、図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第２条第

１項に規定する図書館並びに老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

第５条の３に規定する特別養護老人ホーム

の敷

地の周囲おおむね５０メートルの区域内における規制基準は、当該各

欄に定める当該値から５デシベルを減じた値とする。

（備考） 省略

改 正 後 改 正 前

騒音規制法の規定に基づく騒音規制地域における規制基準（平成

９年４月愛媛県告示第５４７号）による第１種区域、第２種区域、第

３種区域並びに第４種区域のうち学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第７条第１項に規定する保育所、医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所

のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館法（昭和

２５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する図書館、 老人福祉

法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の３に規定する特別養護老人ホ

ーム並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する

幼保連携型認定こども園の敷地の周囲おおむね８０メートルの区域

騒音規制法の規定に基づく騒音規制地域における規制基準（平成

９年４月愛媛県告示第５４７号）による第１種区域、第２種区域、第

３種区域並びに第４種区域のうち学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第７条 に規定する保育所、医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所

のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館法（昭和

２５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する図書館並びに老人福祉

法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の３に規定する特別養護老人ホ

ーム

の敷地の周囲おおむね８０メートルの区域

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

中 央 歯 科 ク リ ニ ッ ク 四国中央市中曽根町３９５
－５ 平成２６年１１月１５日

そのだ歯科クリニック 新居浜市徳常町９番８号 平成２６年１１月１７日

能 智 歯 科 医 院 西条市氷見乙１００１番地２ 平成２６年１１月２６日

た か は し 歯 科 南宇和郡愛南町城辺甲１９
１６番地１ 平成２７年１月２８日

し ま な み 薬 局 今治市北日吉町一丁目１４
－７ 平成２７年３月１２日

愛 媛 県 宇 和 島 保 健 所 宇和島市天神町７－１ 平成２７年３月１２日

さくら薬局グランシャリオ 新居浜市一宮町二丁目６
番７７号 平成２７年３月３０日

医療機関の名称 医療機関の所在地 休止年月日

伊方町国民健康保険二名津
診療所

西宇和郡伊方町二名津６２
３番地 平成２７年３月３１日

クオール薬局四国中央店 四国中央市上分町７８３番
地１ 平成２７年４月１日

はぴねす内科クリニック 新居浜市一宮町二丁目６
番７２号 平成２７年４月６日

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号
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平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６３１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５１条第１項の規定により、

次のとおり指定医療機関の辞退があった。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６３２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６３３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６３４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

西予市国民健康保険杉之瀬
出張診療所

西予市城川町嘉喜尾４８９３
番地１ 平成２６年３月３１日

廣 瀬 病 院 今治市拝志１－２６ 平成２７年３月３１日

し の ざ き 整 形 外 科 今治市伯方町伊方甲１０２２
－１ 平成２７年３月３１日

み し ま 薬 局 宇和島市長堀３－５－１１ 平成２７年３月３１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 辞退年月日

安 保 歯 科 医 院 新居浜市中須賀町二丁目
２－６ 平成２７年３月３１日

河 内 歯 科 診 療 所 大洲市新谷町甲２８１ 平成２７年３月３１日

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社ケアーサポートゆず
りは 宇和島市祝森甲３０８１番地４７ 訪問看護ステーションゆずり

は 宇和島市祝森甲３０８１番地１ 平成２７年２月９日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社元禄 西予市宇和町卯之町五丁目１
番地４ グループホームひねもす 西予市宇和町卯之町五丁目１

番地４ 平成２７年３月６日

株式会社元禄 西予市宇和町卯之町五丁目１
番地４ デイサービスねぶの花 西予市宇和町卯之町五丁目１

番地４ 平成２７年３月６日

合同会社まるる 今治市片山三丁目７番３６号 リハビリデイサービス和香 今治市波方町波方甲２６２０番地
１ 平成２７年３月２６日

有限会社介護サービスひかり 大洲市多田甲６４２番地 デイサービスひかり 大洲市東大洲１３３９番地７ 平成２７年４月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人雄美会 宇和島市吉田町白浦３番地２ 指定居宅介護支援事業所あか
ね 宇和島市吉田町白浦３番地２ 平成２７年３月１日

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号
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�愛媛県告示第６３５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６３６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の名称が次のように変更され

た。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６３７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の主たる事務所の所在地が次

のように変更された。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社リベット 西条市小松町南川甲２３６番地
１ デイサービスセンター池さん 西条市小松町南川甲２３６番地

５ 平成２６年１２月１日

株式会社元禄 西予市宇和町卯之町五丁目１
番地４ グループホームひねもす 西予市宇和町卯之町五丁目１

番地４ 平成２７年３月６日

株式会社元禄 西予市宇和町卯之町五丁目１
番地４ デイサービスねぶの花 西予市宇和町卯之町五丁目１

番地４ 平成２７年３月６日

合同会社まるる 今治市片山三丁目７番３６号 リハビリデイサービス和香 今治市波方町波方甲２６２０番地
１ 平成２７年３月２６日

有限会社介護サービスひかり 大洲市多田甲６４２番地 デイサービスひかり 大洲市東大洲１３３９番地７ 平成２７年４月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
有限会社おかげさん

今治市玉川町別所甲９３番３ おかげさん 今治市玉川町別所甲９３－３ 平成２７年３月１日
（変更前）
有限会社ワードアイ

（変更後）
有限会社おかげさん

今治市玉川町別所甲９３番３ おかげさん 今治市玉川町別所甲９３－３ 平成２７年３月１日
（変更前）
有限会社ワードアイ

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社エンジェル・コール

（変更後）
西条市喜多川７９２番地１

グループホーム杜の家 西条市朔日市８９２番地 平成２７年４月１日
（変更前）
西条市朔日市８０７番地

有限会社エンジェル・コール

（変更後）
西条市喜多川７９２番地１

グループホーム水車の家 西条市周布４９４番地１ 平成２７年４月１日
（変更前）
西条市朔日市８０７番地

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号
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�愛媛県告示第６３８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の主たる事務所の所在地及び

居宅介護事業を行う事業所の所在地が次のように変更された。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６３９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の名称が次のように変更

された。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６４０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の主たる事務所の所在地が次

のように変更された。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社エンジェル・コール

（変更後）
西条市喜多川７９２番地１

グループホームフルーツの家

（変更後）
西条市喜多川７９２番地１

平成２７年４月１日
（変更前）
西条市朔日市８０７番地

（変更前）
西条市朔日市８０７

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
有限会社おかげさん

今治市玉川町別所甲９３番３ おかげさん 今治市玉川町別所甲９３－３ 平成２７年３月１日
（変更前）
有限会社ワードアイ

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社エンジェル・コール

（変更後）
西条市喜多川７９２番地１

グループホーム杜の家 西条市朔日市８９２番地 平成２７年４月１日
（変更前）
西条市朔日市８０７番地

有限会社エンジェル・コール

（変更後）
西条市喜多川７９２番地１

グループホーム水車の家 西条市周布４９４番地１ 平成２７年４月１日
（変更前）
西条市朔日市８０７番地

有限会社エンジェル・コール

（変更後）
西条市喜多川７９２番地１

グループホーム緑の家 西条市飯岡１８９６番地 平成２７年４月１日
（変更前）
西条市朔日市８０７番地

有限会社エンジェル・コール

（変更後）
西条市喜多川７９２番地１

グループホーム緑の家 西条市飯岡１８９６番地 平成２７年４月１日
（変更前）
西条市朔日市８０７番地

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号
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�愛媛県告示第６４１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６４２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６４３号
農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２７年度分の補

助金から適用する。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

篠 � 進 一 今治市伯方町伊方甲７３１－１ しのざき整形外科 今治市伯方町伊方甲１０２２－１ 平成２７年３月３１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

篠 � 進 一 今治市伯方町伊方甲７３１－１ しのざき整形外科 今治市伯方町伊方甲１０２２－１ 平成２７年３月３１日

改 正 後 改 正 前

（交付金等交付対象経費及び補助率等）

第２条 交付金等を交付することとする経費及びその補助率等は、

次の表のとおりとする。

�・� 省略

� 補助金

（交付金等交付対象経費及び補助率等）

第２条 交付金等を交付することとする経費及びその補助率等は、

次の表のとおりとする。

�・� 省略

� 補助金

区 分 経 費
補助率又は

補助金額
区 分 経 費

補助率又は

補助金額

農業委

員会に

要する

経費

農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基

づく事務の適正実施のための支援事

業及び農地の有効利用を図るための支

援事業 に

要する経費

省略 農業委

員会に

要する

経費

農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基

づく事務の適正実施のための支援事

業、農地の有効利用を図るための支援

事業及び農地台帳システム整備事業に

要する経費

省略

省略 省略

２ 省略

３ 次に掲げる経費の流用は、してはならない。

� 農業委員会に要する経費のうち、組織に要する経費及び農地

法に基づく事務の適正実施のための支援事業に要する経費

の相互流用並びに組織

に要する経費及び農地の有効利用を図るための支援事業に要す

る経費 の相互流用

２ 省略

３ 次に掲げる経費の流用は、してはならない。

� 農業委員会に要する経費のうち、組織に要する経費、 農地

法に基づく事務の適正実施のための支援事業に要する経費及び

農地台帳システム整備事業に要する経費の相互流用並びに組織

に要する経費、 農地の有効利用を図るための支援事業に要す

る経費及び農地台帳システム整備事業に要する経費の相互流用

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号
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� 省略

様式第２号の�（第３条関係）

省略

１～６ 省略

７ 省略

別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～６ 省略

７ 利用意向調査

� 省略

様式第２号の�（第３条関係）

省略

１～６ 省略

７ 農地台帳システム整備事業

別紙３のとおり。

８ 省略

別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～６ 省略

実施見込み件数 面 積 所有者等数

件 �

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

別紙２ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

別紙２ 省略

別紙３ 農地台帳システム整備事業

１ 事業実施地域

事業実施地域

２ 導入又は改修の予定の農地台帳システムの概要

概 要

３ データ更新等システム管理の内容

内 容

４ 導入、改修又はシステム管理の計画

時 期 事 項

５ 事業費内訳

事 業 内 容 事業費 うち補助金額 備考

１ 新規導入事業

２ 改修事業

３ データ更新等シス

テム管理事業

円 円

合 計

様式第２号の�（第３条関係）

省略

１ 省略

２ 職 員

様式第２号の�（第３条関係）

省略

１ 省略

２ 職 員

省略 省略

注 １・２ 省略

３ 法定福利費（年）額の欄の「負担対象経費」の欄に

は国庫負担対象の経費（厚生年金保険料、特例業務負

担金、労災保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険

料及び健康保険料）の合計額を、「負担対象外経費」

の欄には国庫負担対象以外の経費の合計額を記載する

こと。

注 １・２ 省略

３ 法定福利費（年）額の欄の「負担対象経費」の欄に

は国庫負担対象の経費（厚生年金保険料、特例業務負

担金、労災保険料、児童手当拠出金 、雇用保険

料及び健康保険料）の合計額を、「負担対象外経費」

の欄には国庫負担対象以外の経費の合計額を記載する

こと。

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号

５１９



３～６ 省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

�・� 省略

� 女性農業委員の登用促進及び組織化のための活動計画等

３～６ 省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

�・� 省略

活動時期 活動場所
活動対

象者
活動内容

アドバイ

ザー名
備考

３～５ 省略

様式第３号の�（第３条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

３～５ 省略

様式第３号の�（第３条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

区 分
本年度

予算額

左のうち県費交

付金等交付額
備考 区 分

本年度

予算額

左のうち県費交

付金等交付額
備考

省略

１～３ 省略

４ 業 務 費

�・� 省略

省略

省略

１～３ 省略

４ 業 務 費

�・� 省略

� 農地台帳システム整

備事業費

省略

様式第８号の�（第８条関係）

省略

１～６ 省略

７ 省略

８ 省略

別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～６ 省略

７ 利用意向調査

� 利用意向調査の実績

様式第８号の�（第８条関係）

省略

１～６ 省略

７ 農地台帳システム整備事業

別紙３のとおり。

８ 省略

９ 省略

別紙１ 農地法に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～６ 省略

７ 利用意向調査

� 利用意向調査の実績

実施時期 件 数 面 積 所有者等数

件 �

（内訳）

件 数 面 積 通知件数 面 積

省略 省略

� 省略

８～１７ 省略

別紙２ 省略

� 省略

８～１７ 省略

別紙２ 省略

別紙３ 農地台帳システム整備事業

１ 事業実施地域

事業実施地域

２ 導入又は改修した農地台帳システムの概要

概 要

３ データ更新等システム管理の内容

内 容

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号
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�愛媛県告示第６４４号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第６４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２０条第１項の規定により、道

路と他の工作物との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり

協議が成立した。

その関係図書は、愛媛県庁及び南予地方局大洲土木事務所に備え

置いて縦覧に供する。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 道路の種類及び路線名

主要地方道長浜中村線

２ 他の工作物の名称

４ 導入、改修又はシステム管理の実績

時 期 事 項

５ 事業費内訳

事 業 内 容 事業費 うち補助金額 備考

１ 新規導入事業

２ 改修事業

３ データ更新等シス

テム管理事業

円 円

合 計

様式第８号の�（第８条関係）

省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

�・� 省略

� 女性農業委員の登用促進及び組織化のための活動実績等

様式第８号の�（第８条関係）

省略

別紙 広域的な農地利用調整活動等への支援事業

１ 省略

２ 農業委員等の資質向上のための活動

�・� 省略

活動時期 活動場所
活動対

象者
活動内容

アドバイ

ザー名
備考

３～５ 省略

様式第９号の�（第８条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

３～５ 省略

様式第９号の�（第８条関係）

省略

� 省略

� 支出の部

区 分
本年度

精算額

本年度

予算額
備考 区 分

本年度

精算額

本年度

予算額
備考

１～３ 省略 １～３ 省略

４ 業 務 費 ４ 業 務 費

� 省略 � 省略

� 農地の有効利用を図るための

支援事業費

� 農地の有効利用を図るための

支援事業費

� 農地台帳システム整備事業費

省略 省略

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 長坂地区（今治
市） 平成２７年３月９日

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号
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一級河川肱川水系肱川 左岸堤防

３ 兼用工作物の位置

大洲市長浜町沖浦乙２１９２－９番地先から甲１番地先まで

４ 兼用工作物の管理を行う者の氏名及び住所

河川管理者 国土交通省

住所 香川県高松市サンポート３番３３号

代表者 国土交通省四国地方整備局長 三浦 真紀

５ 管理の内容

� 兼用工作物の新設、改築、維持又は修繕は、道路専用施設に

ついては道路管理者が、当該道路専用施設以外については河川

管理者が行う。

� 兼用工作物の災害復旧は、次に掲げる災害復旧を要する部分

の区分に応じ、それぞれに定める者が行うものとする。ただし、

特に緊急に災害復旧を行う等の必要があるときは、その都度、

河川管理者と道路管理者とが協議して定めるところにより行う。

ア 専ら道路専用施設に係る部分 道路管理者

イ 専ら道路専用施設以外に係る部分 河川管理者

� �及び�の規定によるほか、河川法又は同法に基づく命令の
規定による兼用工作物の管理は河川管理者が、道路法又は同法

に基づく命令の規定による兼用工作物の管理は道路管理者が行

う。

６ 管理の期間

平成２７年５月１５日から１の河川又は道路の存続する日まで

�愛媛県告示第６４６号
指定金融機関等の名称、位置、取り扱う事務の範囲等（昭和４８年９月愛媛県告示第８２２号）の一部を次のように改正し、告示の日から施

行する。

平成２７年５月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県告示第６４７号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

平成２７年５月１５日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第６４８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

改 正 後 改 正 前

一 指定金融機関の名称、位置、取り扱う事務の範囲等

�・� 省略

� 店舗の名称、位置、取り扱う事務の範囲等

１ 省略

２ 主管取扱店

一 指定金融機関の名称、位置、取り扱う事務の範囲等

�・� 省略

� 店舗の名称、位置、取り扱う事務の範囲等

１ 省略

２ 主管取扱店

名 称 位 置 取り扱う事務の範囲 名 称 位 置 取り扱う事務の範囲

省略 省略

伊予銀行東京支

店

東京都中央区日本橋

一丁目３番１３号

省略 伊予銀行東京支

店

東京都中央区日本橋

箱崎町１４番２号

省略

省略 省略

３ 省略

二・三 省略

３ 省略

二・三 省略

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０１００５４０ 株式会社エイジングウ
ェル

松山市日の出町１０番８０
号 山 本 淳 放課後等デイ

サービス
アユーラ児童デイサー
ビス３

松山市日の出町１０番７２
号

平成２７年
３月９日

３８５０１００５５７ 株式会社Ｃｒｅｗ 沖縄県国頭郡金武町字
金武４３４８－２ 渡 部 史 紀

児童発達支援
放課後等デイ
サービス

発達支援ルーム愛キッ
ズ

松山市松末２丁目１－
５０

平成２７年
４月１日

３８５０１００５８１ 有限会社松山針灸接骨
院

松山市松末１丁目５－
１０ 川 野 治

児童発達支援
放課後等デイ
サービス保育
所等訪問支援

自立サポートセンター
育はぐ

松山市畑寺２丁目４－
１１川又ビル１階

平成２７年
４月１０日

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号
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�愛媛県告示第６４９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市祝谷土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２７年５月１５日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６５０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市下林下土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２７年５月１５日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６５１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市北野田土地改良区から次のとおり役員が氏名を変更した旨の

届出があった。

平成２７年５月１５日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�������
�愛媛県告示第６５２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市下林下土地改良区から次のとおり役員が住所を変更した旨の

届出があった。

平成２７年５月１５日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�������
�愛媛県告示第６５３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市北野田土地改良区から次のとおり役員が住所を変更した旨の

害福祉サービス事業者を指定した。

平成２７年５月１５日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１３５１０１９９ 株式会社パーソナルア
シスタント青空

松山市古川北３丁目４
番３２号 佐 伯 英 三 就労継続支援

Ｂ型
パーソナルアシスタン
ト青空メイドイン青空

伊予郡砥部町高尾田７７
番地

平成２７年
３月９日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 長谷川 學 松山市祝谷四丁目８番１６号

〃 古茂田 宏 則 松山市祝谷一丁目７番４号

〃 井出野 勝 照 松山市道後多幸町４番１３号

〃 古茂田 修 松山市祝谷六丁目１２９６番地

〃 平 松 敬 三 松山市祝谷一丁目７番２９号

〃 中 山 節 子 松山市祝谷二丁目２番６号

〃 古茂田 一 松山市祝谷二丁目７番３８号

〃 松 本 清 俊 松山市祝谷五丁目４番７号

〃 栗 林 勝 広 松山市祝谷五丁目９番２４号

〃 野 本 桂 子 松山市祝谷五丁目７番４号

〃 丸 山 直 樹 松山市祝谷六丁目１０３０番地

〃 野 本 祐 敏 松山市祝谷六丁目１２９７番地

〃 白 石 徳 広 松山市祝谷四丁目３番１９号

監 事 松 田 一 郎 松山市祝谷六丁目１３２５番地

〃 松 本 邦 男 松山市祝谷五丁目３番２６号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 本 清 俊 松山市祝谷五丁目４番７号

〃 長谷川 學 松山市祝谷四丁目８番１６号

〃 西 山 昭 広 松山市祝谷一丁目７番２４号

〃 能 田 貢 松山市祝谷四丁目６番５号

〃 古茂田 一 松山市祝谷二丁目７番３８号

〃 古茂田 宏 則 松山市祝谷一丁目７番４号

〃 丸 山 直 樹 松山市祝谷六丁目１０３０番地

〃 松 本 邦 男 松山市祝谷五丁目３番２６号

〃 中 山 節 子 松山市祝谷二丁目２番６号

〃 栗 林 昭 三 松山市祝谷五丁目４番５号

〃 野 本 桂 子 松山市祝谷五丁目７番４号

〃 野 本 和 馬 松山市祝谷六丁目１３０１番地

〃 白 石 徳 広 松山市祝谷四丁目３番１９号

監 事 松 田 一 郎 松山市祝谷六丁目１３２５番地

〃 丸 山 隆 松山市祝谷四丁目９番２２号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 植 杉 房 夫 東温市下林甲２４６６番地

役員の種類
氏 名

変 更 前 変 更 後

理 事 高 見 和 政 � 見 和 政

役員の
種 類 氏 名

住 所

変 更 前 変 更 後

理 事 渡 部 和 男 東温市下林甲１７７８番地 東温市下林甲１７７６番地
１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 青 森 猛 東温市下林甲２４４３番地

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号
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教育委員会公告

届出があった。

平成２７年５月１５日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�������
�愛媛県告示第６５４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

宇和島市土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２７年５月１５日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

�公 告

平成２８年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施について

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１１条の規定により、

平成２８年度愛媛県公立学校教員採用選考試験を次の要領で実施する。

平成２７年５月１５日

愛媛県教育委員会

教育長 仙 波 � 三

１ 第１次選考試験の区分、期日及び場所

区 分 期 日 場 所

小学校教員 平成２７年７月２２日�から
２５日�まで

松山市立道後中学校
（松山市上市一丁目３
番５７号）
松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

中学校教員（各教
科）

平成２７年７月２２日�から
２５日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

高等学校教員（各
教科〔科目〕）

平成２７年７月２２日�から
２５日�まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番地
１）

特別支援学校教員

養護教員 平成２７年７月２２日�から
２５日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

栄養教員 平成２７年７月２２日�から
２５日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

注１ 区分間の併願は、認めない。

２ 場所等を変更することがある。

２ 第２次選考試験

第２次選考試験の詳細は、第１次選考試験に合格した者に通知

する。

３ 受験申込受付期間

平成２７年５月１８日（月）から６月１０日（水）まで

４ 受験資格

次の各号のいずれにも該当する者とする。

� 試験の区分に相当する教員普通免許状を有する者又は平成２８

年３月３１日までにこの免許状を取得する見込みの者で大学等で

証明が得られるもの

� 昭和５１年４月２日以降に出生した者（本県の国公立学校（学

校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２条第２項に規定する国立

学校又は公立学校をいう。以下同じ。）で５年以上の教職経験

（期限付任用又は臨時的任用である期間及び休職、育児休業等

の期間を除く。）を有する者が、当該教職経験に係る試験区分

を受験する場合で、教職経験者特別選考を申請するときにあっ

ては、昭和４１年４月２日以降に出生した者）

なお、他の都道府県で、国公立学校の教員として勤務してい

る者（期限付任用又は臨時的任用である者を除く。）及び栄養

教員の試験区分を志願する者で公立義務教育諸学校の学級編制

及び教職員定数の標準に関する法律（昭和３３年法律第１１６号）

第２条第１項に規定する義務教育諸学校の学校栄養職員として

本県で勤務しているもの（期限付任用又は臨時的任用である者

を除く。）については、年齢を制限しない。

また、小学校教員又は中学校教員の試験区分を志願する者で、

平成２７年４月１日から同年６月１０日までの間に愛媛県教育委員

会又は本県内の市町教育委員会が、１日以上の任期を定めて、

期限付又は臨時的に任用した職員（講師、学習支援員、教育相

談員等、児童生徒の教育に関わる職員に限る。以下「講師等」

という。）で、かつ、平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日

までの間に通算して２４月以上の講師等の勤務経験を有するもの

については、昭和４１年４月２日以降に出生した者とする。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号及び学校

教育法第９条各号のいずれにも該当しない者

５ 受験申込手続及び試験方法

平成２８年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（以下

「志願要項」という。）を参照すること。

６ 志願要項及び出願関係用紙の入手方法

愛媛県のホームページからダウンロードし、印刷すること。

なお、上記によることができない場合には、封筒の表に「教員

採用選考試験志願要項請求」と朱書し、１４０円切手を貼った、宛

先明記の返信用封筒（角形２号）を同封して郵送にて下記まで請

求すること。

＜請求先＞

志 願 種 別 宛 先

小学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

中学校教員志願者

高等学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（０８９）９１２―２９５２

特別支援学校教員志願者

養護教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

栄養教員志願者

�������
�公 告

平成２８年度の県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学力検

査の検査教科及び出題範囲並びに学力検査等の期日及び合格

者の発表の日について

平成２８年度の愛媛県県立高等学校及び愛媛県県立特別支援学校高

等部の入学者の選抜並びに愛媛県県立中等教育学校の第４学年の欠

員補充のための編入学者の選抜に係る学力検査の検査教科及び出題

範囲並びに学力検査等の期日及び合格者の発表の日を次のとおり定

役員の
種 類 氏 名

住 所

変 更 前 変 更 後

理 事 牧 秀 宣 東温市北野田６６３番地 東温市北野田８２７番地
１
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人事委員会告示

めた。

平成２７年５月１５日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

１ 愛媛県県立高等学校の入学者の選抜

� 学力検査の検査教科及び出題範囲

ア 検査教科

全日制課程は、国語、社会、数学、理科及び英語の５教科

とする。定時制課程は、国語並びに社会、数学、理科及び英

語のうちから入学志願者が選択する２教科の３教科とする。

イ 出題範囲

中学校学習指導要領（平成２０年３月文部科学省告示第２８号）

に示されている各教科の目標及び内容に即し、基本的事項に

ついて出題する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

区 分 一般入学者選抜 推薦入学者選抜 定時制の課程の
第２次募集

学力検査等の期
日

平成２８年３月９
日（水）及び同
月１０日（木）

平成２８年２月９
日（火）

平成２８年４月４
日（月）

合格者の発表の
日

平成２８年３月１８
日（金）

平成２８年３月１８
日（金）

平成２８年４月５
日（火）

� 通信制の課程及び専攻科

�及び�の規定にかかわらず、愛媛県教育委員会教育長が別
に定める。

２ 愛媛県県立特別支援学校高等部の入学者の選抜

� 学力検査の検査教科及び出題範囲

ア 検査教科

各学校が定めるところによる。

イ 出題範囲

� 本科

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成２１年３

月文部科学省告示第３６号）に示されている中学部の各教科

の目標及び内容に即し、基本的事項について出題する。

� 専攻科

特別支援学校高等部学習指導要領（平成２１年３月文部科

学省告示第３７号）に示されている各教科の目標並びに各科

目の目標及び内容に即し、基本的事項について出題する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

学力検査等の期日 平成２８年３月４日（金）

合格者の発表の日 平成２８年３月２２日（火）

３ 愛媛県県立中等教育学校の第４学年の欠員補充のための編入学

者の選抜

� 学力検査の検査教科及び出題範囲

ア 検査教科

愛媛県教育委員会教育長が別に定める。

イ 出題範囲

中学校学習指導要領（平成２０年３月文部科学省告示第２８号）

に示されている各教科の目標及び内容に即し、基本的事項に

ついて出題する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

愛媛県教育委員会教育長が別に定める。

�愛媛県人事委員会告示第５号
愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成１７年４月愛媛県人事委員会告

示第４号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２７年５月１５日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

口頭による開示請求をすることがで

きる個人情報の内容
口頭による開

示請求をする

ことができる

期間

口頭によ

る開示請

求をする

ことがで

きる場所

口頭による開示請求をすることがで

きる個人情報の内容
口頭による開

示請求をする

ことができる

期間

口頭によ

る開示請

求をする

ことがで

きる場所

試験の

名称
開示する内容

試験の

名称
開示する内容

省略 省略

職員採

用候補

者（上

級）試

験

省略 職員採

用候補

者（上

級）試

験

省略

職員採

用候補

第１次試験不合格者に係る

得点、順位及び一定の基準

第１次試験の

合格発表の日

人事委員

会事務局
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人事委員会公告

�愛媛県人事委員会公告第３号
平成２７年度愛媛県職員採用候補者（上級）試験公告

平成２７年５月１５日

愛媛県人事委員会

〒７９０－８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁内�
�
�
�
��

電話（０８９）９１２－２８２６

�
�
�
�
��愛媛県職員採用情報ホームページ http://www.pref.ehime.jp/employment/

１ 試験区分、採用予定人員及び職務内容

試験は、次の試験区分ごとに行いますが、このうち希望するいずれか一つについて受験の申込みができます。

なお、申込み後の試験区分の変更はできません。

試 験 区 分 採用予定人員 職 務 内 容

行 政 事 務 ６０人程度 知事部局、公営企業管理局等の本庁又は地方機関に勤務し、一般行政事務に従事します。

行 政 事 務

（ 情 報 ）
２人程度

知事部局、公営企業管理局等の本庁又は地方機関に勤務し、その専門的知識を生かして一般行政事務に従事しま

す。

学 校 事 務 ２６人程度
教育委員会事務局の本庁若しくは地方機関、県立学校又は公立小・中学校に勤務し、学校等に関する事務に従事

します。

警 察 事 務 ９人程度 警察本部又は警察署に勤務し、警察事務に従事します。

総 合 土 木 １８人程度
知事部局又は公営企業管理局の本庁又は地方機関に勤務し、道路、河川、砂防、港湾、都市計画、土地改良、農

村環境基盤整備等に関する計画、設計、施工管理等の業務に従事します。

建 築 ２人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、建築・住宅等に関する計画、指導、建築設計、施工管理等の業務に従事

します。

農 業 ９人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、農業の振興、農業技術・農業経営の普及指導、農産物のブランド化・販

売促進、農業に関する試験研究等の業務に従事します。

畜 産 ２人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、畜産物の生産流通、家畜の改良増殖、畜産に関する試験研究等の業務に

従事します。

林 業 ５人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、林業の振興、林業技術・林業経営の普及指導、林産物のブランド化・販

売促進、森林整備の推進、治山林道事業、林業に関する試験研究等の業務に従事します。

水 産 ２人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、水産業の振興、水産技術・水産経営の普及指導、水産物のブランド化・

販売促進、水産に関する試験研究等の業務に従事します。

電 気 ・ 電 子 ２人程度
知事部局又は公営企業管理局の本庁又は地方機関に勤務し、発電施設等の県有施設の設計・施工・維持管理、情

報通信等に関する試験研究等の業務に従事します。

者（民

間企業

等経験

者）試

験

に達しない場合は、その旨 から１月間

第２次試験不合格者に係る

第１次試験の得点及び順位

並びに第２次試験の試験種

目別得点、合計得点及び順

位並びに一定の基準に達し

ない試験種目名及び検査種

目名

第２次試験の

合格発表の日

から１月間

第３次試験受験者に係る第

１次試験の得点及び順位、

第２次試験の試験種目別得

点、合計得点及び順位並び

に第３次試験の得点、順位

及び一定の基準に達しない

場合は、その旨

第３次試験の

合格発表の日

から１月間

省略 省略

愛 媛 県 報平成２７年５月１５日 第２６７２号

５２６



化 学 ６人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、公害防止、原子力安全対策、工業技術・環境に関する試験研究等の業務

に従事します。

機 械 １人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、機械工作技術の開発、機械装置の設計、精密測定技術等に関する試験研

究等の業務に従事します。

薬 剤 師 ８人程度
知事部局又は公営企業管理局の本庁又は地方機関に勤務し、薬事・医薬品製造・食品衛生等に関する指導、医薬

品の調剤・製剤、衛生・環境に関する試験研究等の業務に従事します。

福 祉 ２人程度
知事部局の本庁又は福祉総合支援センター、えひめ学園、子ども療育センター等の地方機関に勤務し、相談、指

導等児童福祉司としての業務や入所児の自立支援業務等の福祉関係業務に従事します。

心 理 １人程度
知事部局の本庁又は福祉総合支援センター等の地方機関に勤務し、児童、保護者等や障害者に対するカウンセリ

ング、心理療法、判定、相談、指導等の業務に従事します。

保 健 師 ５人程度 知事部局の本庁又は保健所等の地方機関に勤務し、地域保健福祉に関する業務に従事します。

２ 受験資格

� 次のいずれかに該当する者

ア 昭和５６年４月２日から平成６年４月１日（保健師については、平成７年４月１日）までに生まれた者

イ 平成６年４月２日以降に生まれた者で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）若しくはこれと同等

と人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等を平成２８年３月末日までに卒業する見込みの者

� 日本の国籍を有する者（保健師は除く。）

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� 薬剤師、福祉、心理及び保健師については、次に該当する者

試 験 区 分 受 験 資 格

薬 剤 師 薬剤師の免許を有する者又は平成２８年５月末日までにこの免許を取得する見込みの者

福 祉 児童福祉司かつ児童自立支援専門員の資格を有する者又は平成２８年３月末日までにこの資格を取得する見込みの者

心 理
学校教育法による大学（短期大学を除く。）において、心理学を専修する学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者（平成

２８年３月末日までに卒業する見込みの者を含む。）又はこれに準ずる資格を有すると人事委員会が認める者

保 健 師 保健師の免許を有する者又は平成２８年４月末日までにこの免許を取得する見込みの者

※ 本試験と平成２７年度愛媛県職員採用候補者（民間企業等経験者）試験との併願はできません。

３ 試験の日時、受験地、試験会場及び合格発表

区 分 日 時 受験地 試 験 会 場 試 験 区 分 合 格 発 表

第 １ 次 試 験

平成２７年６月２８日

（日曜日）

午前９時～午後３時

午前 教養試験

午後 専門試験

受付時間
�
�
�
�
�
�
�
�
�

午前８時～午前８時４５分

�
�
�
�
�
�
�
�
	

遅刻した場合は受験でき

ません。

松山

松山東高等学校

（松山市持田町二丁目２番１２号）

行 政 事 務

学 校 事 務

警 察 事 務

７月中旬

第１次試験当日に

お知らせします。

いずれかを受験票で指定します。

・松山東高等学校

（松山市持田町二丁目２番１２号）

・松山南高等学校

（松山市末広町１１番地１）

上 記 以 外

東京

中央大学 後楽園キャンパス

５号館（理工学部）

（東京都文京区春日一丁目１３番２７号）

全 試 験 区 分

大阪

大阪教育大学 天王寺キャンパス西館

（大阪府大阪市天王寺区南河掘町四丁目８８

番）

全 試 験 区 分

※ 受験地は松山、東京、大阪のいずれかを希望できます。

※ 受験地が松山で、行政事務・学校事務・警察事務以外の方は、試験会場を受験票で指定します。

※ 試験会場が松山東高等学校の受験者は、試験当日、上履き（スリッパなど）・下履き入れ（ビニール袋など）を必ず持参してくだ

さい。
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第 ２ 次 試 験
７月下旬及び８月上旬に松山市内で実施予定です。

詳細は、第１次試験合格者に通知します。
８月下旬

合格発表は、合格者の受験番号を愛媛県庁前掲示板に掲示するほか、愛媛県職員採用情報ホームページ（以下「ホームページ」という。）

にも掲載します。

４ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験合格者に対して行います。

区分 試験・検査種目 配点 試 験 の 内 容

第
１
次
試
験

教 養 試 験 ５０点 大学卒業程度の一般的知識及び知能について、筆記試験を行います。（択一式５０題、解答時間２時間３０分）

専 門 試 験 ４０点
各試験区分に応じて大学卒業程度の専門的知識及び技能について、筆記試験を行います。（択一式４０題、解答時間２時

間）
なお、試験の出題分野は、おおむね別表のとおりです。

第
２
次
試
験

口 述 試 験 ２９０点 人物について総合的に評定するため、個別面接及び集団討論を行います。

作 文 試 験 ５０点 識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います。（課題１題、解答時間１時間）

適 性 検 査 － 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

� 第１次試験合格者は、教養試験と専門試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、教養試験、専門試験のうち、一定の基準に達

しない種目がある場合には、合計得点にかかわらず不合格となります。

� 最終合格者は、第１次試験の得点と第２次試験の得点を合計した総合得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験種目、

検査種目のうち、一定の基準に達しない種目がある場合には、総合得点にかかわらず不合格となります。

� 教養及び専門試験の例題と前年度に出題した集団討論及び作文試験の課題をホームページに掲載しています。

また、愛媛県人事委員会事務局等において閲覧することもできます。

５ 受験申込み

� 受験の申込みは、ホームページから「愛媛県採用試験受験申込システム」（以下「システム」という。）にアクセスし、画面の指示

に従って全ての必要項目を入力の上、受付期間中に送信してください。

なお、受付期間は次のとおりです。

平成２７年５月１８日（月）午前８時３０分から６月５日（金）午後５時１５分まで

※ 原則、郵送や持参による申込みは受け付けできませんが、インターネットにより申し込むことができない特段の事情がある場合

には、５月２９日（金）までに愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

� 申込みは「事前登録」と「本申込み」の２段階方式となっています。まず、事前登録を行いＩＤ番号とパスワードを取得した後、受

付期間中にシステムのマイページにログインして本申込みを行ってください。（ＩＤ番号とパスワードは受験票の印刷等、以後の手続

きに必要ですので、必ず控えておいてください。）

� 本申込みの受付が完了したら、登録されたメールアドレス宛に「申込み完了のお知らせ」の電子メールを自動送信します。この電子

メールが届かない場合は、必ず受付期間中に愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

� 申込方法等に関する問い合わせは、受付期間中の午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし、土曜日、日曜日及び祝日等の閉庁日

を除く。）受け付けます。（必ず電話で愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。）

� 受付期間内に申込みが完了しなかった場合は、受験できません。（受付期間中は、２４時間申込みを受け付けますが、保守点検作業等

のためシステムを停止する場合があるほか、受付期間終了の直前は、システムが混み合うおそれがあるので、余裕を持って申込みを行

ってください。）

なお、使用される機器や通信回線上の障害等によるトラブルについては、一切責任を負いません。

６ 受験票の交付

� 受験申込受付締切後に登録されたメールアドレス宛に「受験票交付のお知らせ」の電子メールを送信します。６月１９日（金）までに

電子メールが届かない場合には、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

� 「受験票交付のお知らせ」の電子メールが届いたら、システムのマイページにログインし、受験票をダウンロードして印刷してくだ

さい。

� 印刷した受験票は、記載されている事項を確認し、確認した年月日を記入のうえ、申込者本人が署名して第１次試験受験の際に必ず

持参してください。

７ 合格から採用まで
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� この試験の最終合格者は、愛媛県職員採用候補者として、試験区分ごとに作成する採用候補者名簿に記載されます。

採用候補者名簿は、原則として、平成２８年４月以降の採用に対するもので、その有効期間は、この名簿に記載された日（合格通知書

に記載）から１年間です。

� 採用は、前記採用候補者名簿に記載された者のうちから任命権者（知事、公営企業管理者、教育委員会、警察本部長等）がそれぞれ

選考を行い、決定します。したがって、採用候補者名簿に記載された者が全て採用されるとは限りません。

� 薬剤師、福祉、心理及び保健師については、所定の時期までに免許又は資格を取得しなかった場合は、採用されません。

� 日本の国籍を有しない者については、公権力の行使又は公の意思の形成への参画に携わる職以外の職に任用されます。

８ 給与

初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、次のとおり支給され、このほか該当

者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当等が支給されます。

試 験 区 分 現 行 給 料 月 額

行政事務、行政事務（情報）、学校事務、警察事務、総合土木、
建築、農業、畜産、林業、水産、電気・電子、化学、機械、福祉、
心理

行政職給料表１級２７号給 １７７，６００円

薬剤師（４年制課程卒業） 医療職給料表�２級３号給 １８３，５００円

薬剤師（６年制課程卒業） 医療職給料表�２級１７号給 ２０５，８００円

保健師 医療職給料表�２級１３号給 ２０６，２００円

※ 学歴や職歴などに応じて、一定の基準により加算される場合があります。

９ 試験結果の開示

この試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口頭により開示を

請求することができます。開示を請求する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる顔写真付きの書類（学生証、運転免許証

等）を持参のうえ、午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午後５時１５分までの間に、愛媛県人事委員会事務局へ直接お越し

ください。（ただし、土曜日、日曜日及び祝日等の閉庁日は受付できません。）

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください。

開示請求できる人 開 示 内 容 開示期間 開 示 場 所

第１次試験不合格者
第１次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位（ただし、一定の基準に達しない試

験種目がある者については、順位に代えて当該試験種目名）

第１次試験

合格発表の日

から１月間 愛媛県人事委員会

事 務 局

第２次試験受験者

第１次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位並びに第２次試験の試験種目別得点、

総合得点及び総合順位（ただし、第２次試験で一定の基準に達しない試験種目又は検

査種目がある者については、総合順位に代えて当該試験種目名又は検査種目名）

第２次試験

合格発表の日

から１月間

別表（４関係）

専 門 試 験 の 出 題 分 野

試 験 区 分 出 題 分 野

行 政 事 務
学 校 事 務
警 察 事 務

政治学、行政学、憲法、行政法、民法、刑法、労働法、経済学、財政学、経営学、社会政策、国際関係

行 政 事 務
（ 情 報 ）

政治学、行政学、憲法、行政法、民法、経済学、数学・物理、電子工学、情報・通信工学、情報処理論、コンピューターネットワー

ク

総 合 土 木
数学・物理、応用力学、水理学、土質工学、測量、都市計画、土木計画、農業水利・土地改良・農村環境整備、農業土木構造物、材

料・施工

建 築 数学・物理、構造力学、材料学、環境原論、建築史、建築構造、建築計画、都市計画、建築設備、建築施工

農 業 栽培学汎論、作物学、園芸学、育種遺伝学、植物病理学、昆虫学、土壌肥料学、植物生理学、畜産一般、農業経済一般

畜 産 家畜育種学、家畜繁殖学、家畜生理学、家畜飼養学、家畜栄養学、飼料学、家畜管理学、畜産物利用学、畜産経営一般

林 業 森林政策・森林経営学、造林学（森林生態学、森林保護学を含む）、林業工学、林産一般、砂防工学
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水 産 水産事情・水産経済・水産法規、水産環境科学、水産生物学、水産資源学、漁業学、増養殖学、水産化学、水産利用学

電 気 ・ 電 子 数学・物理、電磁気学・電気回路、電気計測・制御、電気機器・電力工学、電子工学、情報・通信工学

化 学 数学・物理、物理化学、分析化学、無機化学・無機工業化学、有機化学・有機工業化学、化学工学

機 械 数学・物理、材料力学、流体力学、熱力学、電気工学、機械力学・制御、機械設計、機械材料、機械工作

薬 剤 師 物理・化学・生物、衛生、薬理、薬剤、病態・薬物治療、法規・制度

福 祉 社会福祉概論（社会保障を含む）、社会学概論、心理学概論（社会心理学を含む）、社会調査

心 理
一般心理学（心理学史、発達心理学、社会心理学を含む）、応用心理学（教育心理学、産業心理学、臨床心理学）、調査・研究法、

統計学

保 健 師 公衆衛生看護学、疫学、保健統計学、保健医療福祉行政論

�愛媛県人事委員会公告第４号
平成２７年度愛媛県職員採用候補者（民間企業等経験者）試験公告

平成２７年５月１５日

愛媛県人事委員会

〒７９０－８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁内�
�
�
�
��

電話（０８９）９１２－２８２６

�
�
�
�
��愛媛県職員採用情報ホームページ http://www.pref.ehime.jp/employment/

１ 試験区分、採用予定人員及び職務内容

試 験 区 分 採用予定人員 職 務 内 容

行 政 事 務 ２人程度 知事部局、公営企業管理局等の本庁又は地方機関に勤務し、一般行政事務に従事します。

２ 受験資格

次の全ての要件を満たす者が受験できます。

� 昭和５１年４月２日から平成６年４月１日までに生まれた者

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� 民間企業等における職務経験を５年以上（平成２７年５月末日現在）有する者

なお、職務経験に係る留意事項は、次のとおりです。

ア 「民間企業等における職務経験」には、会社員、団体職員、公務員、自営業者等として、一つの企業又は団体等で１年以上継続し

て就業（１週間当たりの所定労働時間が３０時間以上のものに限る。）していた期間が該当します。

イ 職務経験が複数ある場合は、通算することができます。ただし、同一期間内に複数の職務に従事した場合は、いずれか一つの職務

経験のみ通算することができます。

ウ 雇用契約の期間が１年未満の場合であっても、継続して就業した後に雇用期間が更新され、同一の職務に継続して従事した場合で

あって、更新前後の就業期間を合算して１年以上となる場合は、その期間を通算することができます。

エ 休暇・休業・休職等のため、連続して１か月を超えて職務に従事していない期間（産前産後休暇を除く。）は、職務経験に通算す

ることができません。

オ 独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）が実施する国際貢献活動（青年海外協力隊等）は、１年以上継続して活動に従事した場合

に限り、職務経験に含めることができます。

カ 愛媛県の職員（警察官や教員のほか、任期付職員、臨時職員等を含む。）であった期間は、職務経験に含めることはできません。

キ 職務経験は、月単位で算定します。従事期間が１月未満の月については、１５日以上は１月として計算し、１４日以下は切り捨てるこ

ととします。

ク 最終合格決定後、職務経験の確認のため職歴証明書（本人以外の第三者が作成したものに限る。）の提出を求めます。それにより

受験資格を満たしていることが確認できない場合、又は職歴証明書が提出されない場合は、採用されません。

※ 本試験と平成２７年度愛媛県職員採用候補者（上級）試験との併願はできません。

３ 試験日程、試験会場及び合格発表
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区 分 試 験 日 試験会場 合格発表 備 考

第１次試験 － － ７月中旬 第１次試験は書類選考です。

第２次試験 ８月１日（土）及び２日（日） 愛媛県庁 ８月下旬 詳細は、第１次試験の合格者に通知します。

第３次試験 ９月上旬 愛媛県庁 ９月下旬 詳細は、第２次試験の合格者に通知します。

合格発表は、合格者の受験番号を愛媛県庁前掲示板に掲示するほか、愛媛県職員採用情報ホームページ（以下「ホームページ」という。）

にも掲載します。

なお、第１次試験の合格発表の日時は、６月２９日（月）以降に、ホームページでお知らせします。

４ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験、第２次試験及び第３次試験とし、次のとおり行います。

区 分 試験・検査種目 配 点 試 験 の 内 容

第１次試験 エントリーシートによる書類選考 １００点
民間企業等における経験・実績や県行政に対する意欲等について、受験申込み時に

提出されたエントリーシートにより審査します。

第２次試験

プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン 試 験 １５０点

はじめに受験者から民間企業等における経験・実績や県行政に対する意欲等につい

て、プレゼンテーション（１０分間程度）をしていただき、その内容を踏まえた個別面

接を行います。

論 文 試 験 ５０点
課題の理解力、思考力、文章表現力等について、筆記試験を行います。（課題１題、

解答時間１時間３０分）

適 性 ・ 基 礎 能 力 検 査 － 職務遂行に必要な適性等について、検査を行います。

第３次試験 口 述 試 験 １８０点 人物について総合的に評定するため、個別面接を行います。

� エントリーシートは、ホームページに掲載された所定の様式をダウンロードし、必要事項を入力の上、受験申込み時にインターネッ

トにより提出（愛媛県採用試験受験申込システム（以下「システム」という。）から入力済みの電子ファイル（Excel形式）をアップ

ロード）してください。

� 第１次試験の合格者は、エントリーシートの得点の高い順に決定します。ただし、一定の基準に達しない場合は、得点にかかわらず

不合格となります。

また、エントリーシートの記載内容に虚偽又は不正があると認めた場合、所定の様式以外のものを提出された場合も、不合格となり

ます。（提出後の内容変更や差し替えはできません。）

なお、エントリーシートは、第２次試験以降の試験においても、参考資料として使用します。

� 第２次試験のプレゼンテーション試験では、各受験者に資料を使って説明していただきます。

資料は、Ａ４サイズの用紙２枚以内（片面印刷）で作成の上、プレゼンテーション試験の当日、１０部持参してください。

� 第２次試験の合格者は、プレゼンテーション試験と論文試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験種目、

検査種目のうち、一定の基準に達しない種目がある場合には、合計得点にかかわらず不合格となります。

� 最終合格者は、第３次試験（口述試験）の得点の高い順に決定します。ただし、一定の基準に達しない場合には、得点にかかわらず

不合格となります。

５ 受験申込み

� 受験の申込みは、ホームページからシステムにアクセスし、画面の指示に従って全ての必要項目を入力の上、受付期間中に送信して

ください。（郵送や持参による申込みは受け付けません。）

なお、受付期間は次のとおりです。

平成２７年５月１８日（月）午前８時３０分から６月５日（金）午後５時１５分まで

� 申込みは「事前登録」と「本申込み」の２段階方式となっています。まず、事前登録を行いＩＤ番号とパスワードを取得した後、受

付期間中にシステムのマイページにログインして本申込みを行ってください。（ＩＤ番号とパスワードは受験番号の確認等、以後の手

続きに必要ですので、必ず控えておいてください。）

� 本申込みの受付が完了したら、登録されたメールアドレス宛に「申込み完了のお知らせ」の電子メールを自動送信しますので、この

電子メールが届かない場合は、必ず受付期間中に愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

� 申込方法等に関する問い合わせは、受付期間中の午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし、土曜日、日曜日及び祝日等の閉庁日

を除く。）受け付けます。（必ず電話で愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。）

� 受付期間内に申込みが完了しなかった場合は、受験できません。（受付期間中は、２４時間申込みを受け付けますが、保守点検作業等

のためシステムを停止する場合があるほか、受付期間終了の直前は、システムが混み合うおそれがあるので、余裕を持って申込みを行
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第４８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２７年５月１５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１７２，１６４

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，４４４

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４６，５２１

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

ってください。）

なお、使用される機器や通信回線上の障害等によるトラブルについては、一切責任を負いません。

６ 受験番号の通知及び受験票の交付

� 受験番号は、受験申込受付締切後にお知らせします。（登録されたメールアドレス宛に「受験番号のお知らせ」の電子メールを送信

しますので、システムのマイページにログインして自分の受験番号を確認してください。なお、６月１９日（金）までに電子メールが届

かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。）

� 受験票は、第１次試験合格者のみ出力することができます。第１次試験に合格された方には、合格発表後、「受験票交付のお知らせ」

の電子メールを送信しますので、システムのマイページにログインし、受験票をダウンロードして印刷してください。

� 印刷した受験票は、記載されている事項を確認し、確認した年月日を記入の上、受験者本人が署名して第２次試験受験の際に必ず持

参してください。

７ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県職員採用候補者として採用候補者名簿に記載されます。

採用候補者名簿は、原則として、平成２８年４月以降の採用に対するもので、その有効期間は、この名簿に記載された日（合格通知書

に記載）から１年間です。

� 採用は、前記採用候補者名簿に記載された者のうちから任命権者（知事等）が選考を行い、決定します。したがって、採用候補者名

簿に記載された者が全て採用されるとは限りません。

８ 給与

初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定に基づき、採用前の経歴に応じて決定されます。

例えば、採用時の年齢が３０歳で、大学卒業後民間企業等における職務経験が８年の場合、月額２２０，０００円程度です。（あくまで例であ

り、職務経験の内容等により金額は異なります。）

このほか該当者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当等が支給されます。

９ 試験結果の開示

この試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口頭により開示を

請求することができます。開示を請求する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる顔写真付きの書類（運転免許証等）を持

参のうえ、午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午後５時１５分までの間に、愛媛県人事委員会事務局へ直接お越しください。

（ただし、土曜日、日曜日及び祝日等の閉庁日は受付できません。）

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください。

開示請求できる人 開 示 内 容 開示期間 開 示 場 所

第１次試験不合格者 第１次試験の得点及び順位（ただし、一定の基準に達しない場合は、その旨）

第１次試験

合格発表の日

から１月間

第２次試験不合格者

第１次試験の得点及び順位並びに第２次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位

（ただし、第２次試験で一定の基準に達しない試験種目又は検査種目がある者につい

ては、順位に代えて当該試験種目又は検査種目名）

第２次試験

合格発表の日

から１月間

愛媛県人事委員会

事 務 局

第３次試験受験者

第１次試験の得点及び順位、第２次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位並び

に第３次試験の得点及び順位（ただし、第３次試験で一定の基準に達しない場合は、

その旨）

第３次試験

合格発表の日

から１月間

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，４３５ １４，４７９

南 宇 和 郡 ２０，１４６ ６，７１６

松山市・上浮穴郡 ４２９，２２４ １３８，２０４

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４３，０６６ ４７，６８９

宇和島市・北宇和郡 ８１，２９５ ２７，０９９

八幡浜市・西宇和郡 ４０，２４１ １３，４１４
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�愛媛県選挙管理委員会告示第４９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に基づく同法第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報告書に

ついて、訂正の届出があった。

その要旨は、次のとおりである。

平成２７年５月１５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

平成２５年分

その他の政治団体

（訂正後）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会宇和島支部

報告年月日 Ｈ２６．３．３１

１ 収 入 総 額 １，３６７，２１３円

前年繰越額 ５９２，５００円

本年収入額 ７７４，７１３円

２ 支 出 総 額 １，１１６，６７０円

３ 翌 年 繰 越 額 ２５０，５４３円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（５３人） ５３０，０００円

借入金 １３６，６７０円

宇和島商工会議所 １３６，６７０円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 １０８，０００円

日本商工連盟 １０８，０００円

その他の収入 ４３円

１件１０万円未満のもの ４３円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ３６，９５０円

事務所費 ３６，９５０円

政治活動費 １，０７９，７２０円

組織活動費 ９９，７２０円

寄附・交付金 ９８０，０００円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） ９８０，０００円

政治団体の名称 愛媛県鍼灸マッサージ師政治連盟

報告年月日 Ｈ２６．３．２７

１ 収 入 総 額 ３０，００１円

本年収入額 ３０，００１円

２ 支 出 総 額 ０円

３ 翌 年 繰 越 額 ３０，００１円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（１５人） ３０，０００円

その他の収入 １円

１件１０万円未満のもの １円

（訂正前）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会宇和島支部

報告年月日 Ｈ２６．３．３１

新 居 浜 市 １００，４０８ ３３，４７０

西 条 市 ９２，０３３ ３０，６７８

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５３，１６４ １７，７２２

伊 予 市 ３１，６８３ １０，５６１

四 国 中 央 市 ７４，７９１ ２４，９３１

西 予 市 ３４，７４５ １１，５８２

東 温 市 ２７，９３３ ９，３１１
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１ 収 入 総 額 １，５５２，８３５円

前年繰越額 ６７６，７８０円

本年収入額 ８７６，０５５円

２ 支 出 総 額 １，１１６，６７０円

３ 翌 年 繰 越 額 ４３６，１６５円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（５３人） ５３０，０００円

借入金 ２３８，０１２円

宇和島商工会議所 ２３８，０１２円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 １０８，０００円

日本商工連盟 １０８，０００円

その他の収入 ４３円

１件１０万円未満のもの ４３円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ３６，９５０円

事務所費 ３６，９５０円

政治活動費 １，０７９，７２０円

組織活動費 ９９，７２０円

寄附・交付金 ９８０，０００円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） ９８０，０００円

政治団体の名称 愛媛県鍼灸マッサージ師政治連盟

報告年月日 Ｈ２６．３．２７

１ 収 入 総 額 ３０，０００円

本年収入額 ３０，０００円

２ 支 出 総 額 ０円

３ 翌 年 繰 越 額 ３０，０００円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（１５人） ３０，０００円

平成２４年分

その他の政治団体

（訂正後）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会宇和島支部

報告年月日 Ｈ２５．３．２７

１ 収 入 総 額 １，４７３，２１２円

前年繰越額 ４２０，１４２円

本年収入額 １，０５３，０７０円

２ 支 出 総 額 ８８０，７１２円

３ 翌 年 繰 越 額 ５９２，５００円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（７８人） ７８０，０００円

借入金 １５７，０４２円

宇和島商工会議所 １５７，０４２円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 １１６，０００円

日本商工連盟 １１６，０００円

その他の収入 ２８円

１件１０万円未満のもの ２８円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ５４，７１２円

事務所費 ５４，７１２円

政治活動費 ８２６，０００円

組織活動費 １０６，０２０円

寄附・交付金 ５８０，０００円
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その他の経費 １３９，９８０円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） ５８０，０００円

（訂正前）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会宇和島支部

報告年月日 Ｈ２５．３．２７

１ 収 入 総 額 １，５５７，４９２円

前年繰越額 ４２０，１４２円

本年収入額 １，１３７，３５０円

２ 支 出 総 額 ８８０，７１２円

３ 翌 年 繰 越 額 ６７６，７８０円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（７８人） ７８０，０００円

借入金 ２４１，３２２円

宇和島商工会議所 ２４１，３２２円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 １１６，０００円

日本商工連盟 １１６，０００円

その他の収入 ２８円

１件１０万円未満のもの ２８円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ５４，７１２円

事務所費 ５４，７１２円

政治活動費 ８２６，０００円

組織活動費 １０６，０２０円

寄附・交付金 ５８０，０００円

その他の経費 １３９，９８０円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） ５８０，０００円

平成２７年５月１５日 発行
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